
（様式１） 

（様式１）予備検討結果報告書 

 

 

事業担当課・室 担い手支援課就農支援班 

導入検討対象事業の名称  農業大学校機能拡充事業 

１．事業の概要 

 

(1)用途・目的等 

農業大学校は、農業改良助長法に規定される農業者研修教

育施設であり、農業の優れた担い手及び指導者を育成すること

を目的に設置されている。平成 24 年には専修学校化するととも

に、社会情勢に合わせて、カリキュラムの見直しを行ってきた。 

しかし、施設面では築後 39 年が経ち老朽化が著しく、また高

度化する農業現場に施設整備、機械装備面で対応できていな

いという問題がある。このため、時代の要請に応えた教育を実践で

きる施設整備を行う必要がある。 

今回の整備により、今後 40 年使用できる施設にするとともに、

GAP の実践に適した出荷調整施設の整備と、６次産業化の学習を

充実させるため食品加工実験室の拡充を行う。 

 

(2)整備予定場所 東金市家之子１０５９ 他 

(3)施設規模 
本館 鉄筋コンクリート造４階建て 延べ床面積 5,305 ㎡ 

出荷調整施設 鉄骨造       延べ床面積  476.28 ㎡ 

(4)施設稼動期間 ４０年（H30 年度末現在） 

(5)県民の利用の有無 有り ・  無し    

(6)利用料金等の徴収 有り ・  無し    

(7)費用調達手段  起債 75％ 一財 25％ 

(8)契約予定時期 平成 31 年度 

(9)建設・整備期間 平成 33 年度から平成 34 年度 

(10)供用開始予定時期 平成 35 年度 

２．導入検討対象事業の要件 

 (1)施設の種類（※1） 建築物 

(2)事業規模（※2） ●●円  施設整備費（設計費＋建設費） 

(3)その他特記事項 

(1)及び(2)に該当しない事業を候補

とする場合の理由等 

 

－ 



３．予備検討結果 

 (1) ＰＦＩの適性確認 ○設計から建設、維持管理、運営までの業務の多くを一括で 

民間事業者に委託できる事業である。 

   なお、農業大学校は専修学校であり、学校教育に係る運営

については、学校教育法第133条において準用する同法第５

条の規定により設置者自らが行うこととされているため、委託

できない。 

○適用できる補助金がなく、法制度面でも導入が可能な事業で

ある。 

○過去の導入検討において、導入可能性がないとされていない

事業である。 

○全事業の一部の施設整備等に着手していない事業である。 

 

以上により PFI 適正を欠く事業ではない。 

(2)定量的確認結果概要 

（詳細は様式２参照） 

VFM -0.1 億円 -0.3％ 

(3)定性的確認結果概要 ○設計については、本館の大規模改修は、既存施設を活用しな

がら必要な機能を整備していくため制約が多くなる上、学校教

育に係る運営を委託できないことから、民間事業者のノウハウや

創意工夫を活用する余地は小さい。また、出荷調整施設の新設

についても、規模が小さいため、民間事業者のノウハウ等を活用

する余地は大きくはない。 

○維持管理業務については、一括発注することにより、各業務

間の連携・整合性の向上及び業務の効率化が図られるが、運営

を委託できないため、その効果は小さい。 

○修繕等については、個別業務発注の事務手続きを要さず、

PFI 事業者の判断で迅速な対応をとることが可能となる。 

○学校教育に係る運営ついては、設置者自らが行うこととされて

いるため、民間事業者のノウハウや創意工夫を活用する余地は

なく、公共サービスの向上は見込まれない。 

○寮の運営については、生徒の経済的負担を最小限とするため

廉価で提供している上、小規模であることから、民間の採算ベー

スには乗らない事業である。 

 

 以上により、維持管理業務において一定の効率化は見込まれ

るものの、設計の制約がある上、主要な業務である教育に係る

運営面については委託できず、民間事業者のノウハウや創意工

夫を発揮できる余地が小さく公共サービスの向上は見込まれな

いことから、定性的効果は小さい。 



事業担当課における検討結果 

＜その他考慮事項＞ 

○農業大学校に係る大規模改修の PFI 導入事例はない。 

  ただし、徳島県において、農業大学校と研究施設を合築する

際に、PFI を活用した事例はある。 

○収益施設については、学校の規模が小さく、また交通アクセス

が不便な場所にあることから利用者は限定的であり、収益性が

低いことが見込まれるため、設置は厳しいと考える。 

 

＜検討結果＞ 

 ３．予備検討結果等より、PFI 適正については認められるもの

の、定量的効果は-0.3％であり、定性的効果も小さいことから、

従来手法による整備が妥当である。 

※１ 「建築物」、「プラント」、「利用料金徴収施設」のいずれかを記入 
※２ 「施設整備費（設計費＋建設費）」又は「単年度の維持管理費・運営費」のいずれかとその金額を記入 


